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1.は じめ に
租税制度が人々の経済的な意思決定に影響を与えることは広 く知 られている。特に、税制
上、人々に最 も大きな影響 を与えるものとして、限界税率が上げられる(1。したがって、限
界税率(構 造)を どのように設計すればよいかは、伝統的に重要な研究領域 となって きた。
所得税の中で望ましい限界税率を考察す る理論の1つとしては、最適所得税論が存在してい
る。 しかし、最適所得税論の結論からは、逆進的な税率構造(す なわち高所得者よりも低所
得者の方に高い限界税率を課すこと)が望ましいことが示唆 され、また低所得者にとってメ
リッ トのある負の限界税率といった税率構造 も否定される。最適所得税論は低所得者にとっ
て厳 しい所得税制を示すように見える。
そこで、本稿では、最適所得税論において上記のような結論が得 られる理由を、この理論
が租税 だけではなく、租税と社会保障を同時に考察 しているとい う点から明 らかにし、最適
所得税論における代替的な想定が低所得層の最適な隈界税率をどのように変化 させるかにつ
いて整理する。さらに、最適所得税論の想定からの制度的なインプリケーションとして 「給
付つ きの勤労税額控除制度」に注 目し、日本への轟入を展望す る。
本稿の構成は以下の通 りである。2節では、最適所得税論がどのような理論であるかを概
観 し、その一般的な結論 を提示する。3節では、限界税率の決定要因を考察 し、代替的な決
定要因において、望ましい限界税率構造がどのように変化するかを整理す る。4節では、限
界税率の決定要因としての 「内生的な所得移転」 と 「労働供給へのインセンティブJと いう
驚
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t
観点か ら、欧米諸国における 「給付つきの勤労税額控除制度」 を紹介 し、わが国への導入の
可能性を検討する。
}
2.最適非線形所得税論の一般的な結論
r
最適所得税論が考察する問題は、政府が一定の税収を確保するという制約の下で、家計の
行動を前提 として、各家計の効用からなる社会的厚生を最大にするような所得税率を決定す
る問題である。すなわち、効率性の観点からは、所得税は家計の労働一余暇選択に影響 を与
え、税が存在 しない場合 よりも勤労意欲や努力を阻害 し、労働供給を減少 させるという意味
で、歪みをもたらす。それと同時に、公平性の観点からは、所得税が課税前所得分配よ りも
課税後所得分配を平等にするという意味で所得再分配機能をもち、垂直的公平性の目的を達
成するのに有用であろう。一般に、一国の望ましい税構造は、課税前の所得分配状況、税制
による勤労意欲および納税意欲に対する阻害効果の大きさに依存して決定される。最適所得
税論は、このような効率性 と公平性の トレー ド・オフの影響を考慮しながら、最適な所得税
構造(関 数)を 与えるものである。
2.1Mirrleesモデ ル と その 主要 な結 論
上 記の問題 を定式化 したのはMirrlees(1971)であ る。最初にMirrleesモデル を簡単 に紹
介 しよ う(2)Mirrleesの経 済 において、財 は労働1と 消 費財xの2種 類 であ り、x≧0,
0≦i≦1,と する。全 ての家計 は同一の選好 を持 ってお り、家計の効用 は消費 と労働供給 に
依存 す る。 したがって、各家計 に共通の効用関数 は、
u=u(x,り (1)
であ り、uは 強い意味で凹関数で、2回連続微分可能 、消 費に関 して強 い意味で増加関数、労
働供給 に関 して強 い意味 で減少 関数で あると仮定 され る。
各家計 は稼得能 力nの み が異 なる。 この稼得 能力の指標nは 労働 の効率性(限 界生産性)
を表 してお り、能 力nの 家計の1単 位(例 えば1時 間)の 労働 が効率性単位 でn単 位 に相当
す る。 したが って 、nの 値 が高 い家計 は生産 において より効率的で あることを意昧す る。 も
しある人 が1時 間働 けば、彼 はnlの 労働供給 量 を提供 し、nl単位の消費財 を生産 する こと
がで きる。消 費をニュメ レール として選択 し、nは 賃金率、z(n)≡nl(n;)は課税 前所得 とし
て解 釈 され る。能 力nは 人口(N)全 体 に連続 的 に分布 して お り、1>扁LNi,Ns】で あ る。
nの 累 積分布関数 は ∬「(n)で与 え られ 、対応す る密度 関数 はxη)で ある。
各家計 は予算制約 に従 って効用u(x,1)=u(x,z/n)羅U(x,z,n)を最大化す るよ うに消費 と労
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働供給を選択する。 したがって、所得税制がT(ので与え.られる.とすると、能力nの 家計は以
下のような最大化問題に直.面する。
maxU(x,z,n)s.e.x=z-T(z)(2)
濁,ζ
政府は効用関数σ(x,z,n)と能力分布の形状を知っているが、家計の能力nや 労働時間'を
観察できず、家計の課税前所得Zの みを観察できるb.所得税制T(の を与件として、政府は
家計nの 課税前所得Zと 消費(課 税後所得).Sを計算で.きる。この情報 を用いて、政府は社
会的厚生を最大化するように最適な租税関数 を選択 しようとする。ここで厚生はバーグソン
rサ ミュエルソン型の社会的厚生関数
W-JNW(U(n))γ(n)dn,W"≦o(3)
により与えられる6ま たこの政府の最大化問題に対 して2つの制約 が課 される。1つは政府の
予算制約
1,v"'T(z(n))Y(n)dn=1,vｰ(z(n))Y(n)dn(4)
で あり、 もう1つ は自己選抜(self-selection)制約 である。 自己選抜制約 は、
U(x(n),z(n),n)〉_.U(x(n'),z(n'),n,),f/n,n'eN(5)
で表され政 府が家計に選ばせよう罷 る翠櫛 所得一消費ペアが瀦 瞬 唖嗣 能な課税
煎所得一消費ペアの集合における効甲衆大化o結 果にな らなければならないということを意
味 している。
以.上の設定の下で、最適非線形所得.税論 〔a)の定性的な分析における主.な.結論は以下の3点
にまとめ.られる(a1。
1.限界税率は非負であり、0と1の問に位置する。
2.能力の下限に相当する家計の限界税率はゼ.ロである。
3.能力の上限に相当する家計の限界税率はゼロである。
最適な限界税率が0と1の間にあることは、最 も貧 しい人に対する平均税率は負になりうる
けれども、彼 らの収入の追加的な1単位の増加に対 してそれ以.Lに補助(所 得移転)す るこ
とが望 ましくないことを示唆 している。また、結論2,と3..が.生じる理由は次の.ように理解で
きる6上限.にい.る家計がもう:1単位所得を増加さ.せると.きに直面す.る限界税率を0にしたとし
よう。1..その時、その家計は効用を上昇 させることができる。しかも、そ.の.と.きには政府に入
る税収額は以前より減少することはない。なぜなら、その家計以上の所.得を稼いでいる家計
はいないからである。同様のことが下限の家計にも成立するため、最適課税体系における限
界税率は、.上限 と下限においてゼロになるのである(5;。
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2.2Mirrlees(1971)によ る シ ミュ レ ー シ ョン分 析=
..ヒ記 の定性 的な分析 では最適限界税 率の具体 的な形状 が分 か らない.6.そこで、具体 的な税
率構 造 を調査 す るために多 くの シ ミュ レーシ ョン分析が行 われて きた。 ここでは最初 の シミ
ュレーシ ョン分析 であるMirrlees(1971)を概観 しよう.。シ ミュ レーシ ョン分析 を行 う際に
はζ そ.れそれの関数形 やパ ラメータが特定化 されな ければ な ら.ない。以 下 では、 それ ぞれが
どの ように特定化 されて い.るか を説明す る。
効 用関数に関 しては、全ての個人 が同 じ効 用関uを 持つ と仮.定され 、消xと 労働'に
より以下 の ように特定化 され る。
u(x,1)=log(x)+log(1-1) (s;
この場合、消費と余暇の代替の弾力性は1である。また、個人の持つ能力nは 多様で、人口
全体に連続的に分布 しており、能力分布の密度関数はγ(n)である。ただし、能力分布は対数
正規分布であり、その標準偏差 σは039であると仮定 され る。
生産関数は線形であるので、労働時間1に能力nを かけたものが課税前所得zで ある。
z(n)=nl(n)(7)
社会・総生産額(∫げ・剛 岬 ρ丁定割n(=1-r-ZG)を 政麟 肖費す・・仮定す
る。 したが ってrは 社会の総生産額 に おける民 間消費割合 を示す。
jpx(n)y(n)dnr=
nz(n)Y(n)dn,..,、 、
最適所得税体系 とは、この予算制約.を満た.し、自己選抜制.約を.満た した上で、社会的厚生
関数Wを 最大化する所得税制である。社会的厚生関数Wは 以下のように特定化 される。
・撫 凱齢 臨駕
(9)
ここで、P=0の 時は功利主義的社会的厚生関数であり、β=φdの時はロールズ型社会的厚
生関数 と.なる。.したが.つて βが大 きくなればなるほど公平性 を重視することになるむ.
Mirrlees(1971)の分析結果を示 した ものが表1で ある。表から、課税前所得.と限界税率
との関係.を読み取ることができる。第1に最も重要な特徴は、限界税率が大きくても34%で
.あり.、.一般 に限界税率は低いことであるb第2に 、表において各所得階層に対する限界税率
のプレは小 さい。それゆえ、最適な所得税体系は所得分布の両極を除いて線形近似が.可能で
ある。第3に、限界税率は課税前所得の上昇に応 じて低下 していく。その意味で、限界税率
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表1Mirrlees(1971)の シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 結 果
r=.0.93β=Gの ケ ー ス Y=0.98.β=1の ケ ー ス
課税前所得 =消費 平均税率. 限界税率C%/ 課税前所得 消費. 平均税率 限界税率(%)
a o.oa 23 0 o.os 30
0.05 0.07 一34 25 o.os o.os 一66 34
o.io o.i 一5 24 o.ia atz 一34 32
o.za 0.18 9 21 o.zo/o.is 7 28
osa o.zs 13 19 0.3C o.zs 13 zs
o.aa 0.34 74 18 o.aa 0.34 16 22
oso o.aa 15 is 0.50 aai n 20
出 典Mixrlees〔197])
に関する累進度は逆進的である。限界税率が20%程度で線形近似が可能であるとい う結果
は、当時の先進諸国の最高税率の高 さに対 してかな り.低く(当 時の米国の最高限界税率 は
70%であり、 日本は75%であった)、その後の世界的な税率構造のフラット化 に影響を与え
たと考 えられる。
こ.の.ような税率構造のフラット化といつた.政策的インプ リケ.一ションは、最適所得税論の
結論.の..うち限界税率が低 いことと線形近似 が可能で.あると.い.うことに依拠 している。では、
.限界税率が逆進的であることはどのようなインプリケーショ.ンを持つのであろうか。限界税
率が逆進的であるという結果はその後の多くのシ ミュレーション分析で も示.されてお り、最
適非線形所得税論の標準的なシミュレ←シ ゴン.結果と..なつ.ている(ft)。.その場o.特 に低所得
.層に限
つてみ ると、限界税率はかなり高 くなりそ.うである』
以下では、最適所得税論における定性的な分析結果(特 に限界税率が0と1の間にあるとい
う結論)と シミュレーション分析の結果(税 率構造が隈界税率に関 しで逆進的であり、特に
低所得層の限界税率はとても高くなるという結論)が どのような背景か ら成立 しているかに
焦点を当てる。その理由は、以上の結果が税制の垂直的公平性の概念に反 し、また低所得層
に対する限界税率が高いことは、当該所得階層の所得税制による歪みを増大 させ.、労働 イン
センテ ィブを阻害する(例 えば、低所得者への限界税率が高い場合、働 くことで得た所得の
1単位の増加に対 して高い税に直面す るので、働かずに所得移転 を受けようとする可能性 が
ある)という意味で、低所得者に厳 しい税制.と考えられ.るからであるb
3.低所得層に対する望 まし.い限界税率の決定要因
前節では、標準的な最適所得税論の結論を概観 した。しか し、その結論は、標準的な最適
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所得税論の想定や考 え方に依存しているのではないだろうか。そこで、3.1項では標準的な最
適所得税論の想定について整理し、3.2項では標準的な想定の下での最近の展開をサーベイす
る。ξた、いくつかの代替的な想定が、低所得層における最適 な限界税率に対 してどのよう
に影響するかを考察するため、33項では標準的な想定のうち負の所得税を想定しない場合を
検討する。3.9項では、負の所得税は想定するが、政府の目的関数や個人の労働一余暇選択の
想定を変更 した場合に、負の限界税率が生 じる可能性をみる。
3.1標準的 な最適所得税論の想定 と考 え方
この項では、標準的な最適所得税論の想定 と考 え方を整理す る。上記の最適非線形所得税
論の標準的な結論が導出 される過程には、次のような3つの特徴があると考えられる。
第1に、標準的な最適所得税論が、通常、負の所得税による 「内生的な所得移転」を前提
としている点である。負の所得税による内生的な所得移転とは、所得税(税 制)と 社会保障
制度を別個に運営するのではなく、所得税と社会保障給付システムを統合 し、低所得層には
税の還付による所得移転(社 会保障給付)が 付与 され、課税最低限以降の所得層には所得税
が賦課 されることを意味する。すなわち、所得が低い時には、税 よりも政府からの受取が超
過するが、その受取額は所得の増加 とともに減少す る。所得がある一定額(課 税最低限 、
break-evenpoint)を超えると所得税負担が発生 し、その後は所得の増加とともに税負担額は
増加 していくのである。これは表1において、低所得層の平均税率がマイナスであることか
らも明らかである。
第2に、所得税は、各個人の労働一余暇選択を歪めるが、標準的な最適所得税論の想定す
る各個人の労働 一余暇選択は 「労働時間の選択」(intensivemargin)rであり、仕事内で労働
時間をどのように変化させるかを考えている。.すなわち、税制による労働時間の変更といっ
た調整に焦点があてられる。
最後に、より能力があり生産的な人々(高 所得層)に 対 して限界税率を低 く設定すること
である。高所得の人々に対する限界税率を引き下げることで、生産性の高い人をより労働す
るように誘引 し、労働供給の増加による税収の増加 を低所得層の税負握の軽減(給付の増加)
に用いるのである。
標準的な最適所得税論により導出 される所得税制は図1の ように描写することができる。
図からわかるように、低所得層は高限界税率に直面するが、該当部分は負の所得税による還
付がなされている部分であり、実際には(負 の所得税による)給 付額が課税前所得の増加と
ともに急速に減少 していくことを意味する。また課税部分(税 負担が正となる部分)で は、
45度線と実線との距離は課税前所得が増加するにつれて広がっており、課税前所得が増加す
るにつれて税額は増加 している。
したがって、課税前所得と比較 して課税後所得は平等化 し、平均税率の意昧で累進的とな
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図1標 準的 な最適所得税 論 によ り導 出 される所得税制
課税後所得(x;.L..45度 線.
o.`r
負 の所得税 の部 分 課税 後所得(z>
るので、垂直的公平性の概念には合致する。負の所得税による内生的な所得移転が重要な役
割を果た しているのである。ただし、低所得層における高限界税率が正当化 されるかは、高
隈界税率による歪み(デ ィスインセンティブ)を どのように考.えるかに依存する。この点は、
3.4項でより詳しく検証する。
3.2.、.標準的 な最適所得税論 の最近の展開
この項ではMirrlees以降の標準的な最適所得税.論における最近の展開を整理 しよう。前述
のように、 ここでは負の所得税による内生的な所得移転 と労働力内部での労働一余暇選択が
想定 され る。この文脈での近年の最 も重要な貢献はDiamond.(19g8.〉とSaez(2001)であ
る。ζれ.らの.研究では、限界税率構造が.U字型にな..ることが示 される=。
.Diamond(1998)は最適な限界税率のシミュレ.一ション.結果が、仮定される効用関数と能
力分布の形状の両方 に感応的で.あ.り、それらに.よって異なった結論を導 く可能性.があるこ.と
を.示してい る。Diamond(1998)においても2節でみたように、政府の予算制約 と自己選抜
制約が課せ られる中で、社会的厚生 を最大化するような税制のパラメ.一.タを選択する。しか
し、以下の点がMirrleesモデル.と異なっている。
第1に、各家計の効用関数uは 以下のように消費に関 して線形の準線形効用関数とする。
u(x,1)=x+v(1-1) (io)
ここで、関数Vは 凹関数である。 このよ うに効 用関数 を仮定す ることで 、労働供給は所得 と
独立 に決 まることになる。
第2に 、能力分布の形状 であ.る。Mirrlees(1971)やその後の研究で 、能 力分布 は対数正
規分布 で あ ると仮定 され たのに対 して、Diamondは能力分布のモ ー ド水準以降がパ.レー ト分
布 で近似 され る と仮定す る ω。
上 記の よ うにDiamondはMirrleesモデルに部 分的な修正 を加 え、標準 的な最適所得税 に対
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する1階条件 を再整理することで、所得水準に対す る限界税率T'.の変化を分析 している。
1階条件を整理する≒}最 適な税率構造は、労働供給の弾力性e(n)、能力分布の密度関数
γ(η)と社会的厚生関数W(u)に よ り以下の よ うに表現 され る 〔8〕。
T'
1-T'一 ・鵡 ・1)/許 三認L-1'(n)ny(n)
(il)
ここで、pは 政府の予算制 約に対す る ラグ ランジュ乗数で あ る。 さらに、 一.化の ために労 .
働供給 の弾 力性が一 定で あると仮定す ると、第rye一](n)+1は.......一定 となる。 また、能 力分
布 がパ レー ト分布 の場合 、第3項i-r(n)/ny(n)も一 定で あ る。 した が って 、税 率構造
T'/1-T'の変化 は第2項 ∫爵(P-W')dPlp(1-r(n))のnに関す る変化 に依存 して決 まる。
そ して、 この第2項 がnに 関 して増加関数で あ.ることが明 らかに されてい る。
この ように、 も しも能 力分布の モー ド水準 よ り上位で労働供給 の弾 力性 が一定で あ り、能
力分 布がパ レー ト分布 であ るならば、限 界税率 が能力分布の モ ー ドよ りも上位で逓増す るこ
とがわか る。 ただ し、能 力分布の モー ド水準 よ りも.一ド位 では逓減 す る。 この結果 を結合す る
と、能力分布の モー ドを含む 中間所得 層において限界税率 は減 少 し、高所 得水準 において限
界税率 が⊥昇す るとい うU字 型の税 率構 造 となるご.き.らに、.最適税率 は最 も高 い能 力水準 の
ご く近 くまで.上昇 し続 け、そめ後0%へ と急降下:す.ることも示唆 され る。
次 にSaez(2001)が行 つた シ.ミュレ』ジ ョン結果 を提示 しよ う.、'Saeiは、最適な限.界税率
を決定す る3つ の重要な要素 を指摘.して:いる.。それ は、労働 供給の弾 力性 、所得分布の形状.1
政府 の再 分配志向 であ る。..Diamond.(1998).と}よ.次のよ.うな相 達 点が.存在 す る。Diamond
は、準線 形.の選好 を想 定 したた め、労働供給 へめ所得効果 が存在 しなか っ.た。 した.がっZ、
労働 供給の弾力性(の にう いて 、補償 され た弾力性YCと 補償 され ない弾力性Sの 区別は必
要 ない。Saezは、所得効果 が存 在す るよ り一般 的なケースへ と拡張 して お り、労働供給 の弾
力性 を考 える際に、補償 された弾力性 ζCと補償 されない弾 力性 ぴ の区別が必要 とな る。そ
こで 、Saez(2001)では、ベ ンチマ ーク ・ケースとして労働 供給の補償弾 力性 ζfが一定で
あるとい う想定の下での分析 を行 って いる。
効用関数 は以下の ように特定化 して いる。
P+k
u=log(x)一logy1+(12>1
+k
この効用 関数の下で、補償弾 力性(ζ`)は1/kに 等 しい。なお、 こ.こで は」4.=0.25と ζ`
≒0.5の2つ のケースで分析が行 われ る。能 力分布 は米国の1992年の所得分布 に基づいて推
計 されてい る。
推計 結果 によると、最 適税率の水準 は補償弾 力性 の値 に依存 し、補償弾 力性の値が小 さい
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ほど限界税率の水準は高くなるが.、全てのケースにおいて最適税率構造は.U字型をしている。
具体的には0ドルから75,000ドル まで.は逓減 し、その後.200;000ドルの所得水準.まで逓増す
る。そ.して200,000ドル以上では最適な税率が漸近的;な水準に近づ くことが示 されている。
このようなU字 型の限界税率構造は次 のように理解できる。.rFaのモデルにおいて も負の
所得税による内生的な所得移転が想定 されているめで、低所得層に高い限界税率を課すこと
で、負の所得税による給付を急速に減少 させることを意昧する限界税率の逓減部分が成立し、
その後、.高所得層に対 しては通常の累進所得税 を課すことで限界税率の逓増部分が実現する
のである。このようなU`型 の限界税率構造は4節で.見るような英.国WTC・CTCなど、諸
外国における現実の制度を正当化すると.いえ..よう。
??
?
3.3内生 的な所得移転 を考慮 しない場合
標準的な最適所得税論が想定するような内生的な所得移転が存在 しない場合(す なわち税
制と社会保障制度が別個に運営 されている場合).、最適な限界税率の形状はどのように変化す
るだろうか。もし内生的な所得移転が存在 し.:ない場合.にも、.限界税率が逆進的であれば、平
均税率の意昧でも逆進的になりそうであり、現行税制において負の所得税が存在 しないわが
国にとっても、このような税制が最適所得税論の枠組み.で正当化さ.れるかどうかは興味深い。
..内
生的な所得移転が存在 しなV枠組みでの最適所得税論の分析 と.しては、所得補償政策を
与件として、または所得補償政策を無視 して、一定の税収制約を満たした上で、社会的厚生
を最大化する所得税体系を求める研究が存在する...(田近 ・..x谷(2000)).=
..田近 ・古谷は、租税関aftTを次の.ような2次関.数に特定化して分析 して.いる』
T(z)=一TR+言1之+ら ～ (13)
そして定額移転(一TRI)を与件とした場合の最適所得税体系を計算 し、定額移転が最適な定額
移転と比較 して過少な場合、所得の上昇に応 じて、限界税率が上昇 して.いく超過累進課税が、
最適所得税体系となる.ことを..明らかに.している(97。
定額移転が過少な場合に累進課税が望 ましくなる理由は次.のよ.うに考 えること.がで.きる。
標準的な最適所得税論であれ.ば、高所得層から徴収 した税収を低所得層へ内生 的に所得移転
することにより所得再分配を行い、課税.後.(移転後)所 得を平等化す るは.ずであるがζ定額
移転が外生的に決まりぐかつ過少で.あるとき.に.は、望まし.い所得分配.を達成するた.めの手段
が課税のみによる所得再分配しか残 されていない。その場合、より生産的な人々に対する低
限界税率といった効率性の基準よりも.、(所得移転ではな.く)税による再分配のための高所得
層への高限界税率といつた公平性の.基準.の方.が勝るため、超過累進課税が望 まし.くなるので
ある。
このように、内生的な所得移転が存在せず、かつ、所得移転が過少な場合、わが国の税制
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のような.累進課税は最適所得税 と.整合的になりうる。課税 とい う観点のみに注 目した場合、
限界税率の意味で も平均税率の意味でも累進的で.あることは、より支払能力があるものがよ
り多く.の税を負担す ると.いう垂直的公平性の概念に一致す る。ただし、税制 と社会保障を別
個に考えることは賢明ではないかもしれない。例 えば、所得分配がど.の程度平等化したかを
見る際には、税制 と社会保障制度それぞれの効果を見るよりもむ.しろ全体でどの程度是正さ
れたかを見るほ うが正 しいであろう。.社会保障による移転は財政において重要な位置を占め
ており、低所得者が課税最低限以下であるために税制.から除外 された場合、税による再分配
は中所得者と高所得者間のみの所得再分配に制限されて しまう。このように社会保障による
移転を含め、税制と移転全体を考えることが、概念土 ・実際上ともにとても重要になる(m)。.
3.4負 の限界税率 の可能性
内生的な所得移転が存在する場合でも、低所得層が直面する限界税率が正ではなく、むし
ろ負になる方が望 ましいのではないかという考え方も存在する。一般に所得税のより高い限
界税率は、その限界税率 に直面する個人の労働一余暇選択を.より大きく歪め、労働へのディ
スインセンティブを生 じさせる。その場合、もし低所得層の人々が労働に従事することで低
所得から脱却す ることを期待 されるならば、低い隈界税率 もしぐは負の限界税率による誘因
を与えることが望ましいかもしれない。 し.かしながら、..2節で見たように標準的な最適所得
税論に基づけば、最適な限界税率が負になることは排除 される.b
それに対 して、低所得層で負の限界税率が成立するかどうかに関 して、2つのアプロ」チ
からい くつかの研究が存在する。1つ.は、.政府の 目的が社会的厚生の.最大化ではなく、貧困
の最小化であるとした場合である(代 表的な研究としてはKanburetal,(1994)がある)。
Kanbureta1.(1994>は、政府が社会的厚生め最大化ではなく、貧困の最小化を目指 したと
きに限界税率の形状がどのよ.うに変化するかを研究 しており、社会の構成員全員を働かせる
ことが最適な場合、所得分布の最下位付近で限界税率は負になりうることを.示している。
もう1つのアプローチは、所得税制に影響 を受ける個.人の労働供給の想定を変更 した場合
で.ある(最初の研究はDiamond(1980)である)。Diamond(1980)は、Mirrlees.が想定 し
たような 「労働時間の選択」ではなく、労働供給にお.いて労働時間と賃金が固定されてお.り、
各個人の唯…の意思決定が労働するか、また.は労働せず失業 したままであるかどうか?と い
うた状況を考 えている。これは労働一余暇選択における 「就業の選択」(extensive...margin>
と.よばれ、労働力.に参加するかどうかをはかる反応である。そ してこ.の場合、労働への補助
を受ける人に対して.は、限界税率が負になりうることを示 し.ているb..
Diamond(1980)以降.にも最適所得税論の枠組みの中で、各個人の労働≒余暇選択を 「就
業の選択」 としてモデル化 した研究がいくつか存在する。ここではSaez(2000,2002)によ
る 「就業の選択」モデルを簡単に説明しよう。
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人口が生産性Wiく.一 くw.の 順 でn個 の グル ープに分 けられ ると仮定す る。そ して 、タ
イプ1の 個人 は、固 定 され た労働時間.で賃金W,.を受 け取 り、T;の税 を支払い、C;=W,一
T;を消費す るか、労働 をせず、c。=一.Taを消費す るか とい う意思決定 に直 面する。す なわ
ち、各個入 は自身の労働 の不効 用 を所与 と して、上記の2つ の可能性 を比較 し、労働 をす る
か どうか を選択す るので ある.な お、働 く選択 を.するタイブ'の 個人 の.割合 は、(C;一Co)
において微分可能で増加関数で あ.る関数.H;.によ り決 まると仮 定 され る。
以土 の仮定 の下で 、グル ープ1で 働 い.ている個 人 によ.って支払 われ る税額 がdT,だ け微小
に増 加す るよ うな状況 を考 え る。 この時 、 この税の変化 は税 収 と厚生 に対 して2つ の効果 を
持つ 。1つ は機械的な効果(Mechanicaleffect)であり、 もしグル ープ1の 人数がN;で あれ
ば、税 収はN,H,dT;だけ機械 的に(い か なる労働供給の調整 な しで)増 加 するはずであ る。
ここでb;を グループ ∫で働 いている個人の所得の(ネ ッ トの)杜 会的限界効用 とす ると、 こ
の税 の機械 的な増加の社会 的な価値 は、以下 のよ うに表 さ:れる。
砿=(1 .7の くT;H,dT; (14
税収 は増加す るが、 その税額 に よりグル ープi.の個人の課税後所得 は減 少 し、 この所得の減
少 がb,.で評価 され るた めで ある。
もう.1.つの効果 は、行動 上の効果(Behaviofaleffect)であ り、T;.の増加 を所 与 として、グ
ル ープiの 個人 は、労働へ の参加.H;を減 らす ことによって反応 す.るはずであ る。ここでn.
を関H;の 弾 力性 として以 下の ように定義 す る。.
aH;c,一co
η・=一H
;.∂(C;.C。).
(15,
この弾力性 は、雇 用時 と失 業時の可処 分所得(消 費)の 差 力壮%だ け減少 した ときに 、グル
ープi.において労働 しな くな る労働 者の比率 と して解釈 され る。 ここでd(C;一Co)=_dT;
なので、(15>式に代 入 して展 開する と以下 のよ うになる。
dT;
dH;=一H;n,
Ci-Co
(16)
各労働.者が労 働..しな く.なる ことに よ る税 収 の減 少 はTド τoな ので 、総税 収 は(T一
To')N;dH;だけ変化 す るこ とにな る。各個 人の関心 は、定義 によ り、働 くか、働かない かと
い う限界 にある ので 、彼 らの厚 生 は変化せ ず、 こ.の税収の社会的 な価値 は、以下 のよ うにな
る。
?
?
?
?
「
?
?
?
????
??
?
(17)
一101一
低所得層における最適限界税率の決定要因
最適点では、機械的な効果M;と行動 上の効果s;式は相殺されなければならないので、
T;一7To
.C:一.Co
1-b;
η ゴ
(18,
で ある。 しか し、E(b,)≒1、b,はWiに関 して減少.関数で あり、η1は正で、C;>Coと な.る
事 が既 にわか ってい るので(n:、もっ とも生産性 が低.い労働 者.に対.し.てζ(18)式の右 辺 は負
にな り、左辺の分母は正な.の.で、左辺 の分子は負(Tド τD〈0)で なければな らない ことが
示 され る。 これは生産性の低い労働者 に対 して、政 府が失業者 に対す る移転 一Taよ りも大
きい税移転 一T;を提供す ることを意昧 して おり、所得の増加 につれて移転の規 模 を大 きくす
るために、分布の下位で は限界税 率が負に.ならなければ ならない ことがわか る。
また、Chon6andLaroque(2005)やLaroque.(2005)も「就業 の選択」 を次 のよ うにモ
デル化 している。生産性 がwで 労働 の不効用 としての労働の機 会費用がvの(そ れぞれ は事
前に観察 されない)個 人を考える。画 しある個人が鱒 くtdらば、彼の生産性wは 観察 され、
純 賃 金(w-T(W))を 受 け取 る。働 か な い 場 合 、.最低 限 の 保 障所 得 で あ る.'括移 転
(一T(0))を受け取 る。D(w)=w-T(w)+T(0)を労働.の金銭的 なインセンテ ィブと して定
義 す ると、生産性wで 働 くことを選択 す る個 人の数 は、労働の機 会費用vのwに 対す る条
件付 の累 積分布 関数G≡Pr(v≦D(w)lw)に.比例 す る.。ChorieandLaroqueは、一括移転 を
(一z'(0))与件 と して、T(w).が税収.(r-T((0))G.を最大化す るよ うな.∫の値で あることを示
してい る(こ れ は ラッファー税(Laffertax)..とよばれ る〉。.さ.らに簡単化 のために 、Wと.V
が独.¥/に分布す ると仮定す る。
以上の設定の下で、Chon6andLarod麗は、=ある特 定OJwに 対 して、L')1(w)と1)z(w)の両
方が(r-T(0))Gを最大 化する場合 、wに おいて限界税 率が負 になることを示 してい る。直
感的 には、多 くの人々の労働 の機 会費用が ある値4周 辺 に集 まって いる.場合(た だ し機会 費
用は セカ ン ド・ベス トの状況 において観察不 可能 であ る.)、.D(W)乞dになるよ うなwに おい
て インセ ンテ ィブを強 く増加 させ る(D'(w)自1-T'(w)〉.亘.)ような政策 が望 ま しい とい
える。 なお、Saez(2000,2002)が能 力分布の最....ド位付 近 における負 の限.界税率 の可能性 を
示 したのに対 して、Chon6andLaroqueは負の限界税率が低 い能力の範囲 に限 らない ことを
iFして い る。
この よ.うに、〔..個人の労働 一余 暇選択 を.どの よ.うに設定.するか.に.よ.り望 ま.し.い限界 税.率構 造
は変化 す.ることがわかる。そ こで近年、最適所得 税論の理論 的な枠組 みに基づ き、.労働供給
への影響 を考慮 した最適所得移転の研究が.盛ん になっ.てきてい る(12)特に、内生 的な所 得移
転 プログ ラム として"常 に正 の限.界税 率 に よる負 の所得 税(以 下 、負の所得税 型 と呼ぶ)."
(通常の最適所得税の想定)と"負 の限界税率 を伴 う負の所得税(以 下、負 の限 界税率 型 と呼
ぶ)"の どち らが望 ましいかはその研究 の中心的な論点である。
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Saez(2000,2002)は、「労働時間の選択」 と 「就業の選択」の両方の労働一余暇選択を組
み込んだモデルにおいてシミュレーション分析 を行い、どのような内生的な所得移転プログ
ラムが望ましいかを分析 している 〔,:。その分析結果は次のようにまとめられる。「労働時間
の選択」を重視 した場ao.最低所得者に対 してかなりの保障所得を移転 し、その後給付水準
を高い限界税率(逓 減率)で 急速に削減する負の所得税型が最適である。この場合、全ての
人々は限界税率に対 して労働時間を変化 させるため、負の所得税による移転の範囲を高限界
税率により小 さくし、中高所得層における限界税率を低 く抑 えることが望 ましいのである。
それに対 して、「就業の選択」を重視 した場合、非労働者への所得移転を少なくし、その後負
の限界税率により給付を増加 させる負の限界税率型が最適 となる。この場合、人々は税(移
転)水 準に対 して労働に参加するかどうかを決定す るので、特に低所得者で労働を選択す る
人に対 して負の限界税率を課し、労働 をすればするほど移転水準を高めることが有効となる。
このように、どちらの労働一余暇選択を重視するかで㍉負の所得税型 と負の隈界税率型のど
ちらが望ましいかも変化するのである。社会にお.いて低所得層の労働供給を促進することが
望ましく、重視 されるのであれば、負の限界税率の可能性は高まるといえよう。
ここまでの分析において、低所得層に対する限界税率は、「内生的な所得移転」と 「税制に
対する労働一余暇選択」の想定に大きく左右 されることが明らかになった。標準的な最適所
得税論の想定(政 府の目的が社会的厚生最大化であることや労働 一余暇選択が労働時間の選
択で行われる点)が 変更された場合、限界税率は0と1の間にあり、逆進的であるといった一
般的な結論は妥当でなくなる可能性がありうる。
4.決 定 要 因 か らの イ ン プ リケ ー シ ョ ン.
前節 までで、低所得層における限界税率の決定要因を明らかにして きた。この節では、標
準的な最適所得税論が想定する、負の所得税による 「内生的な所得移転」には、そもそもど
のような意味があるかに注 目し、「労働供給へのインセンティブ」 という観点から、わが国へ
のインプリケーションを考察する。そこで、わが国の税制の現状を紹介 した上で、今後の改
革の選択肢の1つとして諸外国における 「給付付きの勤労税額控除制度」を概観する。
最初 に内生的な所得移転の想定の背景を考えよう。1つの背景としては、従来型の税制お
よび社会保障制度が、課税最低限以下の人々に対 して100%の限界税率で課税 しているに等
しいという批判がある。例 えば、生活保護のようにある一定の所得水準を保障 している場合、
その所得水準以下の人々にとって課税前所得の1単位の増加分は、その増加分だけの給付額
の減少とい う結果 となる。この場合、低所得層の就労 インセンティブを損ない、税制や社会
保障制度が 「失業の罠」、「貧困の罠」 を惹起 し、ひいては税や保険料負担を増大させて 「高
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い労働コス トJにつ ながるとの指摘がある(i47。負の所得税は、給付額が所得の上昇に応 じて
徐々に減少 し、課税前所得の上昇に応 じて課税後所得 も必ず上昇することを3節で見た。 し
たがって負の所得税の下ではこのようなデメリットは減殺 される。
わが国の現状を省みると、税制 と社会保障制度は別個に運営 されており、課税前所得の変
化による給付額の変化も存在しない。税制や社会保障給付が労働供給を阻害することを防ぎ、
むしろ労働供給を促進するような仕組みが制度上十分に配慮 されているとはいえないのが実
状である。また、わが国においては後で見るような 「給付付きの勤労税額控除制度」は存在
しない。給与所得者にとっては、税額控除ではな く、所得控除 として給与所得控除が利用可
能であるが、給与所得控除は収入を得るための概算的な経費控除 とともに他の所得との負担
調整 を目的としており、労働へのインセンテ ィブとい う性格を持つ ものではない。さらに所
得控除は、限界税率に関 して控除額が一定な税額控除と異なり、限界税率が高いものほどそ
の控除額が大きくなる(控除額;限 界税率 ×所得控除額)と いう性質を持つため、現行の累
進税率の下では高所得者ほど控除額が大 きくなり、低所得者よりも高所得者が有利 になる。
このようにわが国の現行所得税制では低所得者への労働 インセンティブという視点は乏 しい。
わが国で税制と社会保障制度の統合により労働供給を促進することには、格差問題や少子
高齢化対策としての意義 もある。少子高齢化の進行で労働力人口が減少する中では、限りあ
る労働力の有効利用が必要 とされる。また、所得格差の広が りは少子高齢化の影響が大きい
とされるが、ニー トやフリーターなどの増加により、若年層での所得格差が広がっているこ
とも指摘 されており、政策的に若年層の格差が固定 し、階層化する事を防 ぐ必要性があ.る。
このような場合、(特に低所得層の)労 働供給を促進するような政策が望まれるといえよう。
さらに、統合には行政の簡素化が図れるという利点もある。税制 と社会保障制度を統合す
ることは、受給と税の申告 を異なった形式で記入する必要性を省き、受給額 または納税額の
査定 を統一 して行える。政府の効率化が求められるいま、行政の簡素化のメリットは大きい.
このように昨今のわが国の社会情勢を踏 まえれば、低所得層の労働供給 を促進するような制
度を導入することは一考に値 し、最適所得税論が想定するような内生的な所得移転の実施を
検討することは意味がある。
わが国への導入を考えるに当たっては欧米諸国の実施状況が参考になる。欧米諸国では、
内生的な所得移転を"負 の所得税そのもの"と い うよりもむ しろ、その考え方を取り入れた
「給付つ きの勤労税額控除制度Jと して導入 している。ここでは代表的な例 として米国EITC
(EarnedIncomeTaxCredit:勤労所得税額控除)、英国冊 ℃(WorkingTai(Credit:就労
税額控除)・CTC(ChildTaxCredit:児童税額控除)と オランダEPIC(EmployedPerson's
TaxCredit:被雇用者税額控除)の3つ を取 り上げるps;。具体的な制度は各国において異な
るが、この税額控除制度の主な特徴は次のようにまと.められる。
1.…定の就労条件を満た した者にのみ適用する。
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2,控 除額 は、子供の数 や所得額 などによ り変化す る。
3.「還付方式(refundable)V6;」を採用す る。す なわ ち、所得 が低 いため に算出税額 が
税額控 除額 を下 回 る場合 、その差額 を還 付(社 会保障給 付)す るこ とで低所得者へ
の支援 を行 う。
4.税 額控除は逓減す る(phase-out)。す なわち、所得が上昇す るにつ れて税額控除額 が
徐 々に減額 され 、手取 り所得 が増加 し続 け るように設計 す る ことで 、納 税者が さら
なる就労 を思い止 まることの ないように配慮す る。
上記 の特徴 か らも分か るよ うに、 この制度 は低所得 層の支援 を本 旨 と してい るが、稼得所
得 がない と税額控 除 を受 けるこ とがで きないため、低所 得層の労働供給 を促 す効果 もあ ると
考 え られ る。実証研究 におい て も米国EITCが、女性 、特に シングル ・マザ ーにつ いて労働
供 給 を促 進す る効果 が大 きい とい う結 果 が得 られ てい る(EissaandLiebman(1996))。
Liebman(1998)は、EITCが再分配機能 と して も重要 な役割を担 ってい ることを指摘 してい
る。制度運営上 のメ リッ トと して も、低所得層へ の財政 的支援 を税制 と社 会保障制度 とで別
個 に行わず 、税制 と して統合 して実 施す ることか ら、高 い受給 率 と運営 コス トの軽減 が実現
で きると してい る。 ただ し、問題 点 と しては、以 下 で晃 るようにEITCの逓減 部分 において
は累積 的 な限界税率 が非常 に高 くな り、 その部分 における労働供 給への デ ィスイ ンセ ンテ ィ
ブがあ ることや 、複雑化 によって納税協 力費用 が高 くなるとい う指摘 もある。
米国EITC、英国WTC・CTCと オ ランダEPICの構造 を簡単 に説明 しよ う。米国EITCは、
1975年に連邦政府に より導入 された就 労 を条件 と した個人所得税の税額控 除(還 付方式)で
あ る(17.。控除額 は子供の数 や所得 額 によ り変化す る(図2参 照)。 図か ら分 か るとお り、子
供の数 が増 える と控除額 は増額 され、所得 額 に応 じて控 除額 は3つ の段階 に分 け られ る。1つ
は逓増(phase-in)段階で 、稼得所得 の増加 につれ て控除額 も増加す る(稼 得所得の1ド ルの
増加で約40セ ン ト控除額 が増加 す る)。次 に定額(flat)段階で、所得 が増加 して も控 除額 は
図2米ｮEITGの 図解(2005年の場合)
控 除 額(ド ル)
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399
子供2人L1_上世帯
子供1人世帯
子供なし世帯
9
11.750
05,2006,5507,80011,000
1RS(20D5)をも と に 筆 者 作 成.
14,400 勤労所得(ド ル) 31,05035,300
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最高額 で一一定であ る。最後 に逓減(phase-out).段階 となり.所 得の増加に伴い控 除額 が減額
され る(稼 得所得の1.ド.ルの増加 で約21セ ン ト控除額が減少す る〉。 したが って、逓増段階 に
おt.、て は、:.EITCが実効限界税率.を40%程度.押し下 げる効果.を.持ち～輿 効限界税率 は一22%
となる。逆 に逓減段階での実効限界税率 は約40%と なる(18.。
次 に英 国WTC・CTCに つい て説明 しよ う。.WTC..とCTC.ぱ、2003年4月にそ れ までの
WFI'C(WorkingFamilies'TaxCredit;勤労世帯税額控除)、.障害.者向けのDPTC(Disabled
Person'sTaxCredit;障害者税額控除) .と.:.CTC.(ChildrenTaxCredit;児童税額控除)を 整
理 ・統合 し、導入 したもので ある。こ.の制 度 において も、.子供 の数 と所得額に応 じ.て控 除額
が変化す る(図3参 照 〉(]9:。図か らわか るよ うに、所得..が5,220ポン ドを超 えると、37%の
割合で控 除額は減少 してい く(zo;。.さら.に、所得 が50,000ドル を超 える と、約6,67%の割合
でCTCの 家族控 除額(familyelement>が減 少 してい く。 したが って、控除額の.スケ ジュー
ルに、収入増 に伴 い控除額 が増加す る逓増段階 は存在 せず 、逓減(taper)段階のみ が存 在す
る。
最後 にオラ ンダEPICを紹介 しよう。.この制度 は、2001年の抜本的な所得税制改革 におい
てLITC(LabourIncomeTax.Credit:労働所 得税額 控.除.)として導 入 され 、2005年現 在
EmployedPerson'sTaxCreditとい う名 称 で呼 ばれ て い.る。 この制 度の特徴 は、逓減段 階が
存 在 しない点 にあ り、労働所得.があれば控除 を.受.けることがで きる(図4参 照)(21。図 か ら
分か る.とお り、所得 が8,1.01ユ.幽ロまで.は所得 の1.778.%が税額控除 ど して算入 され る。所得
が8,101一一17,729ユー ロの.間では、.年齢 に応 じで控除割合 が異 なる 〔zz)。.所得 が17;729ユ幽.ロ
以 上の場 合、各年齢での最高控除額の ま.1ま.で旨定 であ る16.
??
?、
.図3∴.英国WTC己.・.CTCの図解.(2005.年の場合.).:.
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め世帯 を想定 している。
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図4オ ラ ンダEPICの図解(2005年度)
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所得(ユ ーロ)
オランダEPICは米国ESCや英国WTC・CTCと異なり、「還付方式」ではなく 「課税相
殺方式」を採用 してお り、税額控除額は算出税額を超 えない。この意味で巌密には 「給付つ
きの勤労税額控除」とは言 えない。また、逓 増段階のみの税額控除であり、実効限界税率を
押 し下げるので、労働供給へのインセンティブという観点からは興味深い制度であるが、逓
減段階が存在 しないので、比較的所得の高い層 もその労働インセン、テ ィブには何ら変化がな
いまま税額控除の恩恵を受けることができ、政府の財政負担が大きくなるという批判 もある。
このように、それぞれの制度を概観すると、英国WTCは逓減段階のみからなる"負の所得
税型"、米国EITCは逓増段階、定額段階 と逓減段階 を組み合.わせた``負の隈界税率型"、オ
ランダEPICは逓増段階のみか らなる"負 の限界税率型"と 分類することができる。わが国
において内生的な所得移転を実施する意義は既に述べたとおりであり、「給付つ きの勤労税額
控除制度」 として導入する際には、上記3つの制度は選択肢 として参考になるであろう。
ただし、実際にどのような形状 を選択するかを考える際には、この税額控除制度が限界税
率に与える影響に注 目しなければならない。勤労所得税額控除制度は低所得層への(内 生的
な〉所得移転であり、基本的には所得再分配機能をもつ。 しかし、労働へのインセンティブ
という観点からは、3節の決定要因でみたように、限界税率 に対する個人の労働供給行動と
して、「就業の選択」と 「労働時間の選択」のどちらを念頭に置 くかで結果が異なる。言い換
えれば、低所得層め労働供給 を促進する場合には"負の限界税率型(逓増する税額控除)"が、
中高所得層の労働供給 を重視する場合には 隔負の所得税型(逓 減する税額控除〉"が、望まし
いといえよう。わが国において も、どちらの労働供給反応 を重視 し、そしてどの所得階層を
重視するかを念頭に置 きながら、税制による内生的な所得移転を制度設計する必要がある。
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5.お わ り に
本稿では、最適所得税論の文脈に従い、低所得層の最適な限界税率の決定要因を整理 した
上で、決定要因である 「内生的な所得移転」 と 「労働供給へのインセンティブ」に注 目し、
わが国への導入の意義を踏まえて米国、英国とオランダの 「給付つきの勤労税額控除制度」
を概観 してきた。この節では、導入上の問題点を挙げ、今後の課題を展望する。
最初に実施上の問題点をあげる。給付付 きの勤労税額控除制度は就労者のみに給付を与 え、
非労働者に対 しては何 も与えない。この場合、真に給付を.帝要とする人が補助 されなくなる
恐れがあり、労働者 ・非労働者間での制度の整合性を保ちながら非労働者に対する給付 をど
のように取 り扱 うかが問題 となる。また、わが国の現行の納税制度で内生的な所得移転に対
応できるかといった問題 もある。特に、受給資格 として投資所得(資 本所得)な どを考慮す
る場合には、納税者番号制度などの整備が必要となる.であろう(23)。したがって、実施上の費
用を踏 まえながら、給付付きの勤労税額控除制度の経済効果を精査する必要がある。
また、本稿では個人の労働供給行動の.想定か ら負の所得税型と負の限界税率型に分けられ
ることを示 し、さらにそれ らを組み合わせ.た3つの制度 を選択肢 として提示 した。 しかし、
実際に制度設計をす る際には、定量.的.な意味において.も、わが国においてどのような形状が
望ま:.しくなり、また定額移転(生 活保護)..と.課税最低限それぞれの水準とその水準問の(実
効)限..界税率をどのよう.に.決定す.るかが問題 となるであ.ろう。.この問題点を解決するために
は、税制における内生的な所得移転.制度 を念頭において.、もっ.ともち...しいパラメータめ下.で
日本.におけるシ ミュレーション分析を行う.必要性があると考えられ.る1....
以上め諸点については今後の研究課題 と.するが、低所得層に対 してどのように限界税率を
設定す るか研究する際には、最適所得税論が想定するように税制だけでなく社.会保障制度も
同時に考慮 して、分析することが重.要になるといえよう。
【注】
(it税率は平均税率と限界税率に分けることができる。平均税率は、.所得に対する税額のre率を表す。
限界税率は・所勧 ㈱ 卑 対す騨 負担の増加分qtr率で卸,酬 こ法蝦 界弊 と実効限
界弊 あ・つに騰 でき.筍・法定囎 税率・ま説 法で鋤 られ礁 界榊 であワや カ・薗の噺 所
得税制では、10、20、30,37%の4段階となっている。実効限.界税率は、法定税率ではなく、諸
控除(所 得控除や税額控除).を考慮 した後での限界税率である。本稿『き扱 う限界税率は、実効限
界税率の意味で用.いている.
(2>Mirrleesモデルは、次のような暗黙の仮定の.下で議論される。①分析の対象は1期間のみで、動学
的な問題は捨象 される、②所得 は勤労所得のみであり他の所得源泉はない、③家計の選好だけで
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な く、 家 計 の 規 模 、構 成 な どの 差 異 は 無 視 され 、 水 平 的 公平 性 の 問 題 は捨 象 され る 、④ 徴 税 の 費
用 も.捨象 され る 、な どで あ.る。
最 適 所 得 税 論 は、 最 適 線 形所 得 税 論.と最 適 非 線 形 所 得 税 論 の2つ に分 け られ る。 線 形 の 場 合 、限 界
税 率 が所 得 分 布 全 体 を通 じて1つ に 固 定 さ.れるの に 斌 して 、 非 線形 の 場 合 、所 得 水 準 が 変 化 す る に
つ れ て 限 界 税 率 も変 化 す る。
よ り詳 しくはMirdees(1971).、Seade(1977、1982.)、Ebert(1992)参照 。
本 間 ・赤 井(1996)p.97参照 。
た だ し、 この結 果 は効 用 関 数 や 能 力 分 布 な ど の仮 定 に依 存 す る 。
こ こでパ レー ト分 布 の 密 度 関 数 は γ(n)=1/n'鰯 ,Q>0 .であ る。
(11)式の 導 出 過 程 は 、Diamond(1998)p.86及びAppendixを参 照 。Salanie(2003)pp.91-96
に お い て も 同様 の 展 開 が な され て い る 。.
田 近 ・古 谷(2000)pp,155-156参照 。
Kaplow(2006a>p.9参照 。
Saez(2000)pp.9-14参照 。
この 萄 野 に お ける最 新 の サ ー ベ イ論 文 と して は.、Kaplow(2006b)参照 。
(13>Saez(2000>pp.24-31、Saez(2002)pp、1056-1064参照 。
(14)内閣Nf(2002>p.4参照 。
(15)その 他 に も フ ラ ン スのPPE(PrimePourl'Emploi)など が あ.り、 ベ ル ギ ー 、 フ ィン ラ ン ドや ア イ
ル ラ ン ドに も同 様 の 制 度 が あ る 。 フ ラ ン スPPEは 、20011}に導 入 され た 還 付'方式 の 税 額 控 除 で あ
り～米 国EITCと同様 に逓 増 段 階 、逓 減 段 階 と定 額 段 階 か.ら構 成 され て い る 。.
(16>税額控 除 制 度 に は 、 「還 付 方 式 」.と 「課 税 相 殺方 式 」 が あ る。 課 税 相 殺 方 式.は～控 除 額 が 算 出 税 額
を 上 回 っ た場 合 に 、超 過 額 を還 付 .する.こと.はせ ず 、支 払 税 額 を ゼ ロ と す る方 式.であ る 。 日本 の 税
額 控 除(例 えば 配 当 控 除 な.ど.).はこの 方 式 を採 用 し.てい る。
(17>EITCの主 な受 給 要 件 は、 ① 稼 得 所 得 が あ る、 ② 稼 得 所 得 が11,750ドル.未満 で あ る(子 供1人 の 場
031,050ドル 未 満 、 子 供2人 以 上 の 場 合35,300ドル 来 満).、③ 投 資 所 得 が2,700ドル 以 下 で ある 、
④ 米 国 市 民 で あ る 、 ま た は 年 聞 を 通 じて 米 国 に 在 住 し て い る 、 ⑤ 社 会 保 障 番 号 を持 っ て い る 、
⑥ 夫 婦 個 別 申告 で な い 、 で あ る。 数 字 は い ず れ も2005.年度の 場 合 。
(18)EITCに加 え て、 連 邦所 得税 率(15%)と 州 税 率(3%程 度)を 加 え て計 算 してい る.
(19)WTCの 受 給 要 件 は次 の よ うに な っ て い る。 ① 週16時 間 の 労働 を行 う者 に対 して 、 基礎 控 除 額 と.し
てaszoポ ン ドが 与 え られ る(basicelement)、② さ らに 、 フル タイ ム(30時 問以 上)の 労 働 を 行
う者 に 対 して 、660ポン ドが与 え られ る(30.hourelement)、③ 配 偶 者 お よ び1人 親 を有 す る も の
に対 して1,595ボン .ドが与 え られ る(coupleandloneparentelement)、④ 適 格 養 育 費 と して 養 育
費 の70%が 控 除 され る(た だ し、 子供.1人.に対 して の 最 大 限 度 額 は 週 当 た りt75ポン ドで あ り 、子
供2人 以 上 の場 合 の 最 大 隈 度 額 は 週 当た り300ポン ドで あ る)(childcare:taxcredit.element)..。.数字
は いず れ も2005年度 の 場 合 、
CTCは 、定 額 の児 童 手 当(Childbenefit:年間 約867ポ ン ド)に 加 え て 、16歳以 下(学 生 の 場 合
19歳以 下)の 養 育 す べ き子供 の い る 世 帯 に 対 して 就 労 に 関 係 な く支 給 され る。 受 給 要 件 は 、 ① 家
族 控 除 と して545ポ ン ドが与 え られ る(familyelement)(ただ し、1歳 未 満 の子 供 を有 す る もの に
対 して は追 加 的 に545tン ド控 除 され る(familyelemenCbabyaddition))、② 子 供1人 当 た り1,690
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.tン ド控 除 され.る.(childelement)、 で あ る。数 字 は いず れ も2005年度 の 場 合 。
(20)控除 額 は、 適 格 養 育 費 を除 くWTC部 分 、適 格 養 育費 、CTCのchildelementの順 番 で逓 減 す る。 ま
た、CTCの み が適 用 され る世 帯 の場 合 、.所得 が13,9ユ0ポ.ン.ドを超 え ると 逓 減 し始 め る。
(21)EPTCの受 給 要件 は 、 受給 者 個 人 が勤 労 所 得 、事 業 所 得 や フ リー ラ ン ス に よ る所 得 を得 てい る こ と
で あ る。 受 給 者 が 個 人 なの で、 例 え ば共 働 き の夫 婦 は それ ぞれ が 受給 す る こ とが で き る。
(22)所得 が5,101-17,729ユー ロ の 間 に あ.る場 合 、 所 得 か ら8,1.ofユー ロ を.引い た 部 分 に 、 そ の
11.867%(57歳未 満 の 場 合)、14.410(57一 一59σ)場 台一〉、16,933.%(60-61歳の 場 合)、
19,466%(62-64歳の 場 合)、9,337%:(65歳以Lの 場 合)、 を掛 け.て、144ユー ロ を加 えた もの が
税 額 控 除 と して 認 め られ る 。数 字 は いず れ も2005年度の 場 合.
(23)その 他 に も、 勤 労 税 額 控 除 の 導 人 時 に 現 行 所 得 税 制 上 の 給 与 所 得 控 除 を ど の よ う に取 り扱 うか と
い う 問題 が あ る。 勤 労 税 額 控 除 導 入 の 際 に は 、 所 得 控 除 と税 額 控 除 の 考 え方 と役 割 を明 確 化 す る
と と も に、 課 税 最 低 限 の 構 成 要 素 の 抜 本 的 な改 革 が 必 要 と.さ.れよ う。
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